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○ 従業員数

2013年12月において、正社員が前年同月比で「増加」と回答した企業の割合は、31.5％となった。一方、「減少」は

17.1％となった。正社員の「増加」割合は、契約社員・派遣社員の15.1％、パート・アルバイトの18.6％を上回る。

今後１年間に正社員が「増加」すると回答した企業割合は、36.0％となった。一方、「減少」は5.0％となった。

○ 給与水準

2013年12月において、正社員の給与水準が前年同月比で「上昇」と回答した企業割合は、34.1％となった。

１年後の正社員の給与水準が「上昇」するとの割合は、33.9％となった。

○ 賞 与

2013年の賞与が前年比で「増加」と回答した企業割合は、29.3％となった。一方、「減少」は14.7％となった。

○ 賃金総額

2013年12月において、賃金総額が前年同月比で「増加」と回答した企業割合は、46.0％となった。

１年後の賃金総額が「増加」するとの割合は、43.7％となった。

３割の企業で正社員は増加、 ３社に１社で給与水準は上昇



［調査の実施要領］

2013年12月中・下旬

　 　 　 　 　 　

(構成比 43.4 ％ )

(　同　 0.3 ％ )

(　同　 7.7 ％ )

(　同　 5.8 ％ )

(　同　 1.3 ％ )

(　同　 0.9 ％ )

(　同　 1.6 ％ )

(　同　 0.2 ％ )

(　同　 6.0 ％ )

 (　同　 3.2 ％ )

 (　同　 13.8 ％ )

 (　同　 7.0 ％ )

(　同　 8.9 ％ )

（参　考）

資 本 金 (構成比 0.6 ％ )

同 (　同　 1.3 ％ )

同 (　同　 7.8 ％ )

同 (　同　 66.1 ％ )

同 (　同　 18.7 ％ )

同 (　同　 4.4 ％ )

同 (　同　 1.2 ％ )

卸 売 業 1,761 社 858 社

5,000 万 ～ １ 億 円 未 満

4,115 社

小 売 業 962 社 435 社

サ ー ビ ス 業 1,234 社 557 社

100 万 ～ 300 万 円 未 満 79 社

１ 億 ～ ３ 億 円 未 満

485 社300 万 ～ 1,000 万 円 未 満

３ 億 円 以 上 77 社

276 社

1,162 社

1,000万～5,000万円未満

不 動 産 業 848 社 371 社

宿泊･飲食サービス業 472 社 200 社

情 報 通 信 業 242 社 102 社

ガ ス 供 給 業 16 社 10 社

水 運 業 163 社 79 社

倉 庫 業 89 社 54 社

鉱 業 30 社 17 社

運送業(除水運 ) 678 社 362 社

建 設 業 876 社 480 社

調 査 時 点

調 査 対 象 当公庫（中小企業事業）取引先　12,581社

有 効 回 答 数 6,229 社 ［回答率 49.5 ％］

< 業 種 構 成 >

調 査 対 象 有 効 回 答 数

製 造 業 5,210 社 2,704 社

100 万 円 未 満 35 社
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１ 従業員数

【図表２】 売上高・経常利益額の見通し（前年調査との比較） 【図表３】 販売価格・仕入価格の見通し（前年調査との比較）

○ 2013年12月における従業員数を前年同月と比べると、正社員では、「変わらない」と回答した企業割合が51.4％と最も高く、「増加」

が31.5％、「減少」が17.1％となった。

○ 今後１年間に正社員が「増加」すると回答した企業割合は、36.0％となった。一方、「減少」は5.0％となった。

○ 契約社員・派遣社員、パート・アルバイトが前年同月比で「増加」した企業割合は、それぞれ15.1％、18.6％となった。

○ 業況判断（2013年10－12月期）別に増減の実績をみると、業況が「好転」した企業の40.6％が「増加」と回答した。「悪化」した企業

では「増加」が26.6％となった一方、「減少」も25.7％みられる。今後１年間の見通しをみると、いずれも「増加」割合が増え、「減少」

割合が減っている。
（注）2005年の見通しは前年の調査結果

図－１ 従業員数の増減
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（注）実績は2013年12月の人数を、見通しは2014年12月の人数の見込みを、それぞれ前年同月比で尋ねたもの。

（注）2013年10－12月期の自社の業況が、前年同期比で「好転」「変わらず」「悪化」の別に集計。
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＜参考１＞ 業況判断別の増減（正社員）

（注）実績、見通しともに回答のあった先について集計している。

③ パート・アルバイト

② 契約社員・派遣社員

（単位：社（上段）、％（下段）） （単位：社（上段）、％（下段））
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【図表２】 売上高・経常利益額の見通し（前年調査との比較） 【図表３】 販売価格・仕入価格の見通し（前年調査との比較）

○ 正社員数の増減実績を業種別にみると、製造業では、ほぼすべての業種で「増加」割合が「減少」割合を上回った。

「増加」割合は「業務用機械」（40.7％）、「化学工業」（39.8％）、「電気機械」（38.6％）、「木材・木製品」（37.9％）などで高くなった。

○ 非製造業では、すべての業種で「増加」割合が「減少」割合を上回った。

「増加」割合は「建設業」（40.8％）、「情報通信業」（37.3％）、「小売業」（33.7％）などで高くなった。

（注）2005年の見通しは前年の調査結果

図－２ 正社員数の増減実績（2013年12月、前年同月比）（業種別）
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【図表２】 売上高・経常利益額の見通し（前年調査との比較） 【図表３】 販売価格・仕入価格の見通し（前年調査との比較）

○ 従業員数が増加した理由をみると、正社員では、「将来の人手不足に備えるため」との回答割合が47.3％と最も高くなった。次いで、

「受注・販売が増加したため」（36.3％）、「受注・販売が今後増加する見通しのため」（28.9％）となっている。契約社員・派遣社員、

パート・アルバイトでは、いずれも「受注・販売が増加したため」が最も高くなった。

○ 減少した理由は、正社員では、「退職者・転職者があったが、人員補充できなかったため」が64.6％と最も高くなった。契約社員・派

遣社員では、「受注・販売が減少したため」（28.1％）、「非正社員を正社員に登用したため」（26.3％）などが、パート・アルバイトでは、

「退職者・転職者があったが、人員補充できなかったため」（33.8％）、「受注・販売が減少したため」（24.3％）などが高くなった。
（注）2005年の見通しは前年の調査結果

図－３ 増減の理由

① 増加した理由

② 減少した理由
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２ 給与水準

【図表２】 売上高・経常利益額の見通し（前年調査との比較） 【図表３】 販売価格・仕入価格の見通し（前年調査との比較）

○ 2013年12月の正社員の給与水準を前年同月と比べると、「ほとんど変わらない」と回答した企業割合が64.2％と最も高く、「上昇」は

34.1％となった。

○ １年後の給与水準が「上昇」すると回答した企業割合は、33.9％となった。

○ ４割強の企業が、実績と見通しの両方、またはいずれかで給与水準が「上昇」と回答している。一方、半数以上の企業が、実績、見通

しともに給与水準は「ほとんど変わらない」と回答している。

○ 業種別に実績をみると、製造業では、「生産用機械」（47.6％）、「非鉄金属」（44.7％）など金属・機械関連業種で上昇回答の割合が高

い。非製造業では、「倉庫業」（41.2％）、「情報通信業」（40.0％）、「建設業」（39.5％）などで高くなった。
（注）2005年の見通しは前年の調査結果

図－４ 正社員の給与水準（2013年12月、前年同月比）

＜参考１＞ 給与水準の実績と見通しの関係
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＜参考２＞ 正社員の給与水準の実績（業種別）

「上昇」平均
34.1

34.1 

33.9 

64.2 

64.9 

1.7 

1.2 

実 績

（n=6,000）

見通し

（n=5,853）

（単位：％）

上昇 ほとんど変わらない 低下
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水準の見込みをそれぞれ前年同月比で尋ねたもの。定期昇給、昇格・降格による上昇、低下を除い
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1,441 519 7 1,967

24.7 8.9 0.1 33.7

526 3,211 37 3,774

9.0 55.0 0.6 64.6

16 56 25 97

0.3 1.0 0.4 1.7

1,983 3,786 69 5,838

34.0 64.9 1.2 100.0

低　下

合　計

実
　
績

見 通 し

合　計

上　昇

ほとんど
変わらない

（注）実績、見通しともに回答のあった先について集計している。
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21.6 

21.6 

42.9 

26.9 

28.3 

28.8 

44.1 

40.4 

40.4 

31.9 

31.6 

36.3 

27.1 

31.6 

33.3 

35.8 

26.7 

31.1 

36.8 

19.5 

17.3 

39.2 

28.9 

16.9 

30.8 

30.2 

23.6 

30.7 

59.5 

59.7 

50.0 

55.9 

54.0 

55.0 

44.9 

45.0 

44.7 

51.0 

39.7 

42.6 

59.3 

43.9 

46.8 

48.8 

51.7 

54.4 

54.9 

63.4 

72.0 

52.9 

51.5 

78.2 

56.6 

56.0 

59.8 

58.7 

19.0 

18.7 

7.1 

17.2 

17.7 

16.3 

11.0 

14.7 

14.9 

17.2 

28.7 

21.1 

13.6 

24.6 

19.8 

15.4 

21.6 

14.6 

8.3 

17.1 

10.7 

7.8 

19.6 

4.9 

12.6 

13.8 

16.6 

10.6 

飲食料品
繊維・繊維製品

木材 ･木製品

紙･紙加工品

化学工業
プラスチック製品

窯業･土石

鉄鋼

非鉄金属

金属製品
はん用機械
生産用機械

業務用機械

電子部品・デバイス
電気機械

輸送用機械

印刷・同関連

その他製造業
建設業

運送業(除水運)

水運業

倉庫業

情報通信業
不動産業

宿泊･飲食サービス業

卸売業

小売業
サービス業

（単位：％）

増加 ほとんど変わらない 減少

＜参考２＞2013年の賞与（業種別）

3

３ 賞 与

【図表２】 売上高・経常利益額の見通し（前年調査との比較） 【図表３】 販売価格・仕入価格の見通し（前年調査との比較）

○ 2013年の賞与を前年と比べると、「ほとんど変わらない」と回答した企業割合が56.0％と最も高く、「増加」が29.3％、「減少」が

14.7％となった。

○ 業況判断（2013年10－12月期）別にみると、業況が「好転」した企業の49.6％が「増加」と回答している。「悪化」した企業では「増

加」が11.1％となった一方、「減少」は35.1％となっている。

○ 業種別にみると、すべての業種で「増加」割合が「減少」割合を上回った。「増加」割合は、製造業では「窯業・土石」（44.1％）、

「木材・木製品」（42.9％）など、非製造業では「倉庫業」（39.2％）、「建設業」（36.8％）などで高くなっている。（注）2005年の見通しは前年の調査結果

49.6 

22.3 

11.1 

43.9 

65.6 

53.9 

6.5 

12.1 

35.1 

好 転

（n=1,920）

変わらず

（n=2,646）

悪 化

（n=1,138）

（単位：％）

増加 ほとんど変わらない 減少

＜参考１＞業況判断別

29.3 56.0 14.7
全産業

（n=5,871）

（単位：％）

増加 ほとんど変わらない 減少

（注）2013年の賞与（支給月数）の前年比増減を尋ねたもの。

（注）2013年10－12月期の自社の業況が、前年同期比で「好転」「変わらず」「悪化」の別に集計。

図－５ 2013年の賞与（前年比）

「増加」平均
29.3

「減少」平均
14.7
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○ 2013年12月の賃金総額を前年同月と比べると、「増加」と回答した企業割合が46.0％と最も高くなった。「ほとんど変わらない」は

43.8％、「減少」は10.1％となった。

○ １年後の賃金総額が「増加」すると回答した企業割合は、43.7％となった。「減少」は4.3％となっている。

○ ５割強の企業が、実績と見通しの両方、またはいずれかで賃金総額が「増加」と回答している。

○ 業種別に実績をみると、すべての業種で「増加」割合が「減少」割合を上回った。

「増加」割合は、「木材・木製品」（57.6％）、「輸送用機械」「生産用機械」（57.3％）、「情報通信業」（54.5％）などで高くなった。

46.3 

39.5 

57.6 

39.8 

40.7 

47.9 

48.6 

52.3 

51.1 

53.9 

51.8 

57.3 

46.6 

42.4 

53.9 

57.3 

28.3 

53.3 

50.7 

37.3 

37.3 

52.0 

54.5 

31.2 

48.2 

47.4 

41.1 

45.2 

41.2 

49.0 

37.6 

43.0 

46.9 

43.6 

47.1 

39.4 

31.9 

34.1 

32.1 

32.0 

37.9 

32.2 

36.7 

37.1 

55.0 

36.4 

42.0 

48.6 

57.3 

40.0 

31.3 

63.5 

45.1 

43.3 

51.2 

44.6 

12.4 

11.6 

4.7 

17.2 

12.4 

8.6 

4.3 

8.3 

17.0 

12.0 

16.1 

10.7 

15.5 

25.4 

9.4 

5.6 

16.7 

10.3 

7.2 

14.2 

5.3 

8.0 

14.1 

5.3 

6.7 

9.3 

7.7 

10.2 

飲食料品

繊維・繊維製品

木材 ･木製品

紙･紙加工品

化学工業

プラスチック製品

窯業･土石

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電子部品・デバイス

電気機械

輸送用機械

印刷・同関連

その他製造業

建設業

運送業(除水運)

水運業

倉庫業

情報通信業

不動産業

宿泊･飲食サービス業

卸売業

小売業

サービス業

（単位：％）

増加 ほとんど変わらない 減少

＜参考２＞ 賃金総額の増減実績（業種別）

3

４ 賃金総額

【図表２】 売上高・経常利益額の見通し（前年調査との比較） 【図表３】 販売価格・仕入価格の見通し（前年調査との比較）
（注）2005年の見通しは前年の調査結果

図－６ 賃金総額（2013年12月、前年同月比）

46.0 

43.7 

43.8 

52.0 

10.1 

4.3 

実 績

（n=5,989）

見通し

（n=5,887）

（単位：％）

増加 ほとんど変わらない 減少

＜参考１＞ 賃金総額の増減実績と見通しの関係

「増加」平均
46.0

（注）「賃金総額」は、従業員全員の基本給、残業手当、社会保険料等を含む人件費の総額。実績は

2013年12月の賃金総額を、見通しは2014年12月の賃金総額の見込みをそれぞれ前年同月比で

尋ねたもの。

（単位：社（上段）、％（下段））

増　加
ほとんど

変わらない
減　少

1,969 679 44 2,692

33.5 11.6 0.7 45.8

464 2,066 57 2,587

7.9 35.2 1.0 44.0

135 308 154 597

2.3 5.2 2.6 10.2

2,568 3,053 255 5,876

43.7 52.0 4.3 100.0
合　計

合　計

増　加

ほとんど
変わらない

減　少

実
　
績

見 通 し

（注）実績、見通しともに回答のあった先について集計している。
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